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〔
省

令
〕

〇
内
水
面
漁
業
の
振
興
に
関
す
る
法
律
施
行

規
則
（
農
林
水
産
四
三
）

K

〔
告

示
〕

〇
貸
金
業
法
施
行
令
第
一
条
の
二
第
三
号
の

規
定
に
基
づ
き
短
資
業
者
を
指
定
す
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
金
融
庁
四
二
）

K

〇
放
送
法
第
百
四
十
条
第
六
項
及
び
放
送
法

施
行
規
則
第
百
六
十
一
条
第
五
項
の
規
定

に
基
づ
き
有
線
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
事
業

者
の
指
定
の
変
更
を
し
、
同
法
第
百
四
十

条
第
六
項
及
び
同
規
則
第
百
六
十
五
条
第

三
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
再
放
送
事
業
者

が
指
定
の
効
力
を
失
っ
た
件

（
総
務
二
三
八
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
監
理
団
体

を
定
め
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法

第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る

省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技

能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る

活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件

（
法
務
二
九
六
、
二
九
七
、
二
九
九
〜
三

〇
七
）

N

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
よ
る
技
能
実
習
を

監
理
す
る
団
体
及
び
出
入
国
管
理
及
び
難

民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準

を
定
め
る
省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二

の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ

に
掲
げ
る
活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号

の
規
定
に
よ
る
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
二
九
八
、
三
〇
九
）

O

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
表

の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技
能
実
習
の

項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
活
動
の
項

の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に
基
づ
き
技

能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
同
三
〇
八
）

P

〇
平
成
二
十
六
年
度
に
お
い
て
社
会
教
育
主

事
の
講
習
を
実
施
す
る
件

（
文
部
科
学
八
八
）

〇
社
会
通
信
教
育
を
認
定
し
た
件（
同
八
九
）

Q

〇
文
部
科
学
省
認
定
社
会
通
信
教
育
講
座
の

廃
止
の
件
（
同
九
〇
）

〇
文
部
科
学
省
認
定
社
会
通
信
教
育
講
座
の

通
信
教
育
の
名
称
の
変
更
を
許
可
し
た
件

（
同
九
一
）

〇
薬
事
法
第
二
条
第
五
項
か
ら
第
七
項
ま
で

の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す

る
高
度
管
理
医
療
機
器
、
管
理
医
療
機
器

及
び
一
般
医
療
機
器
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
厚
生
労
働
二
八
三
）

R

〇
薬
事
法
第
二
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
厚

生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
特
定
保
守
管
理

医
療
機
器
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
二
八
四
）

R

〇
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推
進
に

関
す
る
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
登
録
講
習

機
関
の
代
表
者
及
び
役
員
の
変
更
の
届
出

が
あ
っ
た
件
（
国
土
交
通
七
二
四
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
三
〇
二
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
を
登
録
し
た
件
（
同
三
〇
三
）

〇
荒
川
水
系
に
係
る
指
定
区
間
外
の
一
級
河

川
に
関
す
る
件
（
同
三
〇
四
）

J
I

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

金
融
庁

法
務
省

最
高
裁
判
所

J
I

〔
皇
室
事
項
〕

J
J

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁所

得
税
法
第
一
八
〇
条
の
規
定
に
該
当
し

な
く
な
っ
た
外
国
法
人
、
迫
川
上
流
土
地

改
良
区
の
定
款
変
更
の
認
可
、
公
示
送
達

関
係

J
J

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

J
J

会
社
そ
の
他

L
J
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